災害対策本部設置運営及び安否確認マニュアル（案）
（目的）
第１　このマニュアルは、大規模災害発生時における○○区の災害対策本部等の設置及び

安否確認の実施にあたり、必要な事項を定め、迅速かつ的確な災害対応を図ることを

目的とする。
（災害対策本部の組織・構成）

第２　災害対策本部（以下「本部」という。）は区長、副区長、自主防災会長、民生委員のほ

か、消火班、救出・救助班、情報班、避難誘導班、生活班、衛生救護班、その他必要と
する班の班長をもって充てる。

１　災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、区長をもってこれを充てる。

　２　災害対策副本部長（以下「副本部長」という）は本部長が指名する。

　３　自主防災会長及び民生児童委員は、事前に区長が指名するものとする。

　４　防災委員は、事前に各区長が指名するものとする。

　５　防災係は各班の班長をもってこれを充てる。
　６　本部長は、必要に応じて災害対応にあたり必要な役員等を指名する。
（災害対策本部又は地震警戒本部の設置）

第３　以下の事項が発生した場合には、予め定められた場所に災害対策本部又は地震警戒本

部（以下、「災害対策本部等」という。）を設置するものとする（別表1-1）
１　東海地震に関する注意情報が発表された場合。

２　東海地震に関する予知情報（警戒宣言）が発表された場合。

３　震度５弱以上の地震が発生した場合。

４　その他、大規模災害が発生した場合又は発生する恐れがある場合。

（本部の役割）
第４　本部は上記災害等が発生した場合、自主防災会や民生委員及び各班を統括し、迅速且

つ的確な災害対応を行う中枢を担うこととする。本部は、本部要員によりいち早く開設

し、本部長を中心に下記の防災活動や災害対応活動を実施する。（別表1-2）
１　安否確認状況（本部役員含む）及び各区内の被害状況等の情報の集約に関すること。

２　区民への情報提供に関すること。

３　初期消火、救出救護等の災害対応に関すること。
４　町災害対策本部又は他の自治会災害対策本部への情報提供に関すること。
５　町災害対策本部又は他の自治会災害対策本部に対する支援要請に関すること。
６　一次避難所及び広域避難所の管理者との調整

７　災害ボランティア等の防災関係団体との調整

８　防災倉庫の維持管理。

９　他の自治会災害対策本部に対する支援に関すること。

１０　その他、必要と認めること。

（本部長の役割）
第５　本部長の役割等は以下のとおりとする。
１　本部長は、災害対策本部等の事務を総括し、災害対応にあたる指揮命令を行う。
２　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。
３　自主防災会長の役割は以下のとおりとする。

①　本部長又は副本部長を補佐し、本部長又副本部長に事故があるときは、その職務を
を代理する。
②　本部長又は副本部長の指示に基づき、初期消火、救出救護、その他災害対応にかか
る状況を把握するとともに、その指示を行い、本部長へ報告する。

③　その他、本部長又は副本部の指示に基づき災害対応にかかる指示を行う。

４　民生児童委員の役割は以下のとおりとする。

①　防災係が作成する「班内集計表兼報告書（様式第２号）」に基づき「各班集計表
（様式第１号）」を作成し、本部長へ報告する。

②　各班集計表及び災害時要援護者台帳を元に、災害時要援護者の自宅を戸別訪問する
とともに、必要に応じて支援を実施する。

　５　防災係は、「世帯台帳（様式第３号）」に基づき、安否確認を実施するとともに、報告
がない世帯へ訪問し、安否の状況を確認する。また、安否確認終了後、班集計表を民生
児童委員に提出する。
　６　区民の役割は以下のとおりとする。

①　事前に世帯台帳を作成し、防災係へ提出する。
②　大規模災害発生時に、予め定められた場所へ参集し、防災係へ世帯の状況について
報告する。
③　安否確認が確認できない世帯に対して、防災係と連携して戸別訪問する。
別表1-1　災害対策本部（地震警戒本部）の設置
	本部設置場所
	○○区公民館

	本部役員
	区長、副区長、自主防災会長、
民生児童委員、防災委員、班長

	準備備品
	□机○台　　　　　□椅子○脚　　　　□非常用通信機器

□非常用発電機　　□非常用照明器具　□ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ

□文房具一式　　　□管内図　　　　　□消防水利配置図

□避難所配置図　　□世帯台帳　　　　□要援護者台帳

□食料及び飲料水


別表1-2　想定される防災活動及び災害対応活動
	災害発生直後
	□本部構成員は直ちに本部に参集し、本部を開設
□上記、1-2で例示する備品等の準備、配置及び非常用電源の確保

□夜間、停電時の照明の確保

□本部設置と同時に防災倉庫の開錠

□本部要員の参集状況の確認

□区内の安否確認状況の確認
□被害状況を確認

□町災害対策本部への情報の伝達

	発災から数時間後
	□本部に報告された被害情報等の整理、記録及び管理
□倒壊家屋からの救出救助活動

□負傷者への応急救護を実施し、必要に応じて救護所へ搬送

□初期消火活動

□初期消火活動が困難な場合における避難誘導

□避難所の開設及び必要に応じて物資の依頼

	発災1日～数日後
	□市町又は関係期間からの情報伝達

□防犯活動等のパトロール

□デマや誤った情報の防止（区民への的確な情報伝達）

□在宅避難者（災害時要援護者を含む）への対策

□避難所の開設及び必要に応じて物資の依頼

	発災1週間～

数週間後以上
	□使用した防災資機材の確認及び防災倉庫内の確認

□避難所運営


